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おわりに
はじめに
刑事手続における供述証拠、特に被疑者・被告人やその共犯者など「犯
罪に近い」と考えられる者によるそれの重要性については、多言を要しな
いであろう。そして、この種の証拠の獲得に向けられた一わが国にとっ
ては「新しい」一手法として、コモン・ロー系諸国、特にアメリカ合衆
国においてみられる「刑事免責（immmity〉」に基づく証言強制の制度が
（1）
ある。ロッキード事件丸紅ルート最高裁大法廷判決に拠れば、それは「自
己負罪拒否特権に基づく証言拒否権の行使により犯罪事実の立証に必要な
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供述を獲得することができないという事態に対処するため、共犯等の関係
にある者のうちの一部の者に対して刑事免責を付与することによって自己
負罪拒否特権を失わせて供述を強制し、その供述を他の者の有罪を立証す
　　　　　　　　　　　　　（2）る証拠としようとする制度」であり、特に同判決を契機として近時その立
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（3）法化をめぐって議論がなされるようになっている。
　この種の供述は、従来のわが国においては専ら捜査段階における被疑者
取調べによって自白という形で確保されてきた。つまり、刑事免責制度の
導入が議論されるというのは、被疑者取調べとはまた別の新たな供述獲得
方法を開発する必要がある、との認識が背景にあるといえる。そして、そ
の理由としては、組織犯罪など現代型犯罪への対策が強く意識されるよう
になり、それらの犯罪の訴追においては性質上共犯者等の犯罪内部の者の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（4）供述を獲得することが極めて重要となるとの考慮に加え、事実問題として
一或いは、法的規制の強化により一取調べによる自白の獲得が次第に
困難になってゆくとすると、これに機能的に代替し得る方法を開発する必
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）要がある、という認識の存在が指摘し得ると思われる。
　刑事免責に対する関心の背景にこのような事情があるとすると、検討さ
れるべきは従来型の取調べとは「異なった」「新たな供述獲得手法」であ
り、それは必ずしも刑事免責制度に限られないということになろう。そし
て、そのような手法一必ずしも「供述」の獲得に限るものではないが
一としては、近時、いわゆる刑事免責とは別に、諸外国、特にアメリカ
合衆国における司法運用として従来漢然と「司法取引」と呼ばれてきた手
法が注目されている。刑事免責制度が最高裁のいうように自己負罪拒否特
権をいわば「消滅」させて証言を「強制」するものであるのと対比してい
〔6）
えば、この「司法取引」は、刑事法上の「寛大な処分」と引き換えに、被
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）疑者・被告人の「任意」の「協力」を獲得するものである。そして、ここ
で問題となる「協力」とは、第三者に対する捜査・訴追に向けられたもの
ということになる。すなわち、論者に拠れば、いわゆる「司法取引」に
は、提供される「協力」の種類によって、被疑者・被告人の「自己負罪」
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に関わるもの（自己負罪に関する取引）と「共犯者等に対する捜査・訴追
への協力」に関わるもの（第三者に対する捜査・訴追への協力に関する取引）
の2種があり得るとされ、その上で、特に後者のわが国への導入が強く主
　　　　　　（8）（9〉張されているのである。
　さて、この「司法取引」をどのような要素から成るものと捉えるかはそ
　　　　　　　　　（10）れ自体1つの間題であるが、それが「第三者に対する捜査・訴追への協力
に関する取引」である場合、少なくとも被疑者・被告人による「第三者に
対する捜査・訴追への協力」（以下では、これを単に「捜査・訴追協力」或い
　　　　　　　（11）は「訴追協力」と呼ぶ）に対して通常よりも寛大な処分が与えられること
が関わってくるのはいうまでもないであろう。そして、この場合の「寛大
な処分」としては、例えば、次の3つのものが考えられよう。すなわち、
第1、全面的不訴追、第2、部分的不訴追（訴因の縮小、一部撤回等）、第
　　　　　　　　　　　　（12〉3、通常よりも軽い量刑、である。そして、本稿では、このうち第3のも
のに注目しておきたい。
　ところで、以上の「寛大処分」のうち第1と第2のものは、処分の性質
としては手続法的なものだといえよう。それでは、第3の形態、すなわ
ち、被告人が捜査・訴追協力を行った場合に通常よりも軽い量刑が現にな
されるという現象は、如何なる論理プロセスによって説明され得るであろ
うか。およそ刑というものが裁判官による量刑実体法の適用によって導か
れるものだとするならば、それは、被告人の訴追協力という事実が量刑事
情、すなわち、何らかの形で量刑実体法上一この場合、刑を軽減する方
向で一有意に作用する事情として機能する、ということだと思われる。
　この点、アメリカ合衆国（連邦）の量刑実体法をみると、そこには裁判
官が訴追協力を理由に刑を軽減することを明文で認めた規定が存在する。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）連邦量刑ガイドライン5K1．1条を中心とする諸規定がそれである。そこ
で、本稿では、まず、これらの規定を中心に合衆国の量刑実体法上被告人
の訴追協力がどのように扱われているか、及びそこでの間題状況を概観す
ることにしたい。その上で、この「量刑実体法上の被告人の訴追協力の考
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慮」を通して彼の地における「捜査・訴追協力に関する取引」を観察し、
その構造を確認しておきたいと思う。
（1）　アメリカ合衆国の刑事免責制度を紹介・分析する邦語文献として、例えば、安
倍治夫「黙秘権と『免責洗礼』」同『刑事訴訟における均衡と調和』27頁（1963
年）、藤永幸治「イミュニティに関する米連邦最高裁判例の推移」警察研究43巻10
号3頁（1972年）、早川武夫「アメリカの証言拒否権と刑事免責」法学セミナー258
号10頁（1976年）、飯田英夫「アメリカ合衆国におけるイミュニティ法の運用の実
情と問題点（上）（下）」警察研究49巻8号25頁、9号19頁（1978年）、田宮裕「刑
事免責について一英米の現状と問題点」同『日本の刑事訴追』267頁（1998年）
［初出・ジュリスト676号（1978年）］、藤永幸治「刑事免責を与えての供述」河上和
雄編『刑事裁判実務大系11犯罪捜査』661頁（1991年）、宮野彬「証言の強要と証
人の刑事免責」福田平・大塚仁博士古稀祝賀『刑事法学の総合的検討』695頁
　（1993年）、田宮裕「刑事免責へのアプローチ」同・前掲『日本の刑事訴追』240頁
［初出・鈴木義男先生古稀祝賀『アメリカ刑事法の諸相』（1996年）］、宇川・後掲注
　（8）「司法取引を考える（10）」、小早川義則「訴追免除」松尾浩也二井上正仁編
『刑事訴訟法の争点［第3版］』110頁（2002年）がある。
（2）最大判平成7年2月22日刑集49巻2号1頁。なお、最高裁は、同制度につき次
の通り述べている。「我が国の憲法が、その刑事手続等に関する諸規定に照らし、
このような制度の導入を否定しているものとまでは解されないが、刑訴法は、この
制度に関する規定を置いていない。この制度は前記のような合目的的な制度として
機能する反面、犯罪に関係のある者の利害に直接関係し、刑事手続上重要な事項に
影響を及ぼす制度であるところからすれば、これを採用するかどうかは、これを必
要とする事情の有無、公正な刑事手続の観点からの当否、国民の法感情からみて公
正感に合致するかどうかなどの事情を慎重に考慮して決定されるべきものであり、
　これを採用するのであれば、その対象範囲、手続要件、効果等を明文をもって規定
すべきものと解される」。
（3）近年、立法によるその導入に積極的な立場を採るものとして、例えば、田口守一
「立法のあり方と刑事免責・証人保護等」刑法雑誌37巻2号188頁（1998年）参照。
　これに対し、導入に慎重な姿勢を採るものとしては、例えば、白取祐司「立法のあ
　り方と刑事免責・証人保護等一慎重論の立場から」刑法雑誌37巻2号198頁
　（1998年）、三井誠「刑事免責（2）」法学教室226号113頁（1999年）、小早川・前掲
注（1）111頁。なお、刑事免責制度導入に関する立法技術上の論点の整理を行う
　ものとして、酒巻匡「刑事免責（訴追免除）制度について一供述強制制度の立法
論的考察」ジュリスト1148号245頁（1999年）がある。
（4）この点につき、例えば、『司法制度改革審議会意見書一21世紀の日本を支え
　る司法制度』49頁（2001年6月）参照。同意見書は、刑事免責制度の導入につき、
「組織的犯罪対策等への有効な対処方策であると認められる」としつつ、「我が国の
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　国民の法感情、公正感に合致するかなどの問題もあり、直ちに結論を導くことは困
難であって、多角的な見地から検討すべき課題である」と述べている。
（5）　この点について、例えば、田宮・前掲注（1）「刑事免責へのアプローチ」263
－64頁、同『刑事訴訟法［新版］』338頁（1996年）、太田茂「検察実務の課題」ジュ
　リスト1148号276頁〔281頁〕（1999年）参照。
（6）したがって、刑事免責は、制度それ自体としてはいわゆる「取引」ではない
　（井上正仁「刑事免責と嘱託証人尋問調書の証拠能力（2）」ジュリスト1072号140
頁〔144頁〕（1995年）、宇川・後掲注（8）「司法取引を考える（12）」30頁参照。
　なお、この点につき、川出・後掲注（8）「経済犯罪と取引的捜査手法」135頁注
　（10）も参照）。
（7）宇川・後掲注（8）「司法取引を考える（12）」30頁。
（8〉宇川春彦「司法取引を考える（1）一（17）」判例時報1583号31頁、1586号27頁、
　1587号15頁、1590号33頁、1592号21頁、1593号20頁、1596号29頁、1598号21頁、
1599号24頁、1601号34頁、1602号30頁、1604号28頁、1613号26頁、1614号28頁、
1616号28頁（以上、1997年）、1627号36頁（1998年）。宇川検事は、前者を「純粋型
　（自己負罪型）司法取引」、後者を「捜査協力型司法取引」と呼ばれている（宇川・
　前掲「司法取引を考える（1〉」40頁）。なお、この問題を扱う近時の文献として、
例えば、小木曽綾「現代型犯罪と『新しい』捜査方法」警察政策2巻1号84頁
　〔104－106頁〕（2000年）、高田昭正ほか「司法取引とアレインメント（論争・刑事訴
訟法（5）（6））」法学セミナー565号85頁、566号88頁（2002年）、長沼範良「取引
的刑事司法」松尾浩也＝井上正仁編『刑事訴訟法の争点［第3版］』112頁（2002
　年）、川出敏裕「司法取引の当否→刑事法の観点から」公正取引617号21頁（2002
年）、同「経済犯罪と取引的捜査手法」ジュリスト1228号133頁（2002年）、五十嵐
　二葉『刑事司法改革はじめの一歩』48頁（2002年）がある。
（9）　なお、ヨーロッパ諸国における類似の手法について概観を与えるものとして・
　Peter　J．P．Tak，Z）6召ls”髭h　O万〃z初41s’S砂6忽段zss醐　αoω刀　賜吻6ss6s4n4
P6％痂」，5EuR．J．CRIME，CRIM．L＆CRIM．JusT．2（1997）；ぺ一ター・タッタ（山名
　京子訳）「ヨーロッパにおける王冠証人規定の展開と現状」法学志林95巻4号1頁
　（1998年）参照。また、特にドイツにおけるいわゆる「王冠証人（Kronzeuge）」
　については、邦語文献として、藤吉和史「共犯者の自白と王冠証人」明治大学大学
　院紀要19集（1）（法学編）193頁〔202－07頁〕（1981年）、古江頼隆「西ドイツにお
　ける麻薬立法の新展開一2つの新制度を中心として」司法研修所論集74巻70頁
　〔77－83頁〕（1985年）、川出敏裕「ドイツ犯罪対策法（上）」ジュリスト1077号103頁
　〔106頁〕（1995年）、ハインツ・シェッヒ（宮澤浩一訳）「ドイツ連邦共和国の刑事
　政策に対する1994年10月28日の犯罪対策法の意義」刑法雑誌36巻1号18頁〔33、35
　－36頁〕（1996年）、エドウィン・ターべ（宮澤浩一訳）「組織犯罪一犯罪学と法学
　からみた予防と防止」警察学論集54巻9号131頁〔148－50頁〕（2001年）など参照。
　　なお、近時、独占禁止法の分野においては、このような手法が「制裁減免制度
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　（リニエンシー・プログラムleniency　program）」として一主に課徴金制度との
関連で一議論されている。これについては、例えば、「企業犯罪研究会報告書
一独占禁止法の制裁制度に関する研究」法律のひろば54巻5号38頁〔49－51、55
頁〕（2001年）、「特集　制裁減免制度について考える」公正取引617号2頁（2002
年）参照。また、合衆国の状況に関しては、例えば、苗村博子「米国における反ト
　ラスト法に関する司法取引」国際商事法務28巻8号919頁（2001年）参照。
（10）川出・前掲注（8）「司法取引の当否」21－22頁。なお、本稿第3章第1筋参
照。
（11）被疑者・被告人による「第三者に対する捜査・訴追への協力」は、合衆国の文
献においては単に“cooperation”と呼ばれるのが一般的である（もっとも、この
語も、被告人自身に関する捜査・訴追における「協力」も含めて広義で用いられる
ことカ｛ある。S6¢ag．，CynciaK．Y．Lee，F名o魏G‘z彪彦6¢）67！o　Co箆oJ6響6」R6を％・
初9彪伽長漉π♂IP名OSε副o湾助醐伽gPOZ〃670∂67Sπ6S伽翅・4SS麟召㌶66
Pの‘z7伽形s，50RuTGERs　L．REv．199，202n．13（1997））。
（12）　この点について、宇川・前掲注（8〉「司法取引を考える（10〉」40頁参照。
（13〉　わが国の文献で同条につき簡潔に言及するものとして、例えば、川出・前掲注
　（8）「経済犯罪と取引的捜査手法」135－36頁参照。
第1章　合衆国（連邦）量刑制度の概観
　アメリカ合衆国（連邦）における量刑は、1980年代に大きな変革を受
け、1987年以降いわゆる「連邦量刑ガイドライン」によって規制される
ことになっている。そこで、本章では、彼の地における「量刑事情として
の捜査・訴追協力」を観察する前提として、まず、この連邦量刑ガイドラ
インを中心に現行の連邦量刑制度一般を概観しておきたい。
第1節　連邦量刑ガイドラインの成立
　1連邦量刑ガイドライン以前の状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1〉　1980年代までの合衆国連邦法域における量刑は、連邦地裁裁判官（量
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（2〉刑裁判官）の広範な裁量に委ねられていたといわれる。かつての連邦法で
は、わが国でいう量刑不当を理由とした上訴が認められておらず、また裁
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判官は量刑の理由を明らかにすることを義務付けられていなかった。更
に、法定刑についてみると、連邦刑法では基本的に各犯罪について定めた
個々の条項においてその最高刑が規定されているのみであって、下限につ
いての定めがない。例えば、銀行強盗についてはその最高刑は20年で
（3）
あり、裁判官はそれを超えない限り　　上級審によるコントロールを受け
ることなく一自由に裁量を行使して宣告刑を決定することが可能であっ
た。
　このような裁判官の幅広い量刑裁量の背景には、1970年代に入るまで
合衆国全体において支配的な刑政理念であった社会復帰思想（rehabilita－
tion　ideal〉とそれに基づくいわゆる不定期刑（indeterminate　sentence〉の
制度が存在した。犯罪者の社会復帰という観点から、量刑においては刑の
個別化のため裁判官に広い裁量が与えられることが望ましいとされたので
ある。また、同様の観点から受刑者の釈放時期についても仮釈放委員会
（parole　board）にやはり広範な裁量が認められることになっていた。
　しかし、この社会復帰思想もその後1970年代には急速に衰えてゆくこ
とになる。これに代わって力を強めたのが、刑罰理念としての「正当な応
報（just　desert）」である。そしてこのような事情を背景に、他方で、量刑
が裁判所或いは裁判官によって異なり、同種の犯罪を行った被告人間で言
い渡される刑に著しい不統一が生じているという認識が広まり、裁判官の
量刑裁量に対して強い批判が向けられるようになった。これがいわゆる
　　　　　　　　　　　　　　（4）「量刑不均衡（disparity）」問題である。これに対処するため、連邦及び各
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）州においてはその後様々な改革が試みられることになる。
　2連邦量刑ガイドラインの成立
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）　このような状況のなか、連邦においては1984年包括的犯罪規制法の一
　　　　　　　（7）　　　　　（8）部として量刑改革法が制定される。この量刑改革法によって連邦の制度は
仮釈放が廃止されるなど様々な変革を受けることになったが、その中でも
特に重要なのが、裁判官の量刑裁量を規制して量刑不均衡を解消するため
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の手段として、いわゆる量刑ガイドライン制度（sentencing　guide1まne　sy＄
tem）が採用されたことである。
　量刑ガイドライン制度とは、想定宣告刑（presumed　sentence）帝1』度と呼
ばれるものの一種である。想定宣告制度とは、あらかじめ量刑の基準を或
る程度詳しく定めておくことによって裁判官の量刑裁量をコントロールし
ようとするものであるが、ガイドライン制度は、その中でも、この基準を
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）独立の委員会（r量刑委員会」）などに作成させるものをいう。すなわち、
量刑改革法はこの量刑ガイドライン作成を任務とした合衆国（連邦）量刑
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（10）委員会（UnitedStatesSentencingCommission）を創設し、連邦裁判所にお
ける量刑についての「ガイドライン（guidelines）」と「ポリシー・ステイ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）トメント（policy　statements）」の作成を指示したのである。そして、連邦
量刑委員会は1987年5月にその最終案を議会に提出し、その後議会にお
いて特段の異議が出されなかったことにより、同案が連邦裁判所における
量刑を規制するものとして同年11月に発効することになった。これが、
　　　　　　　　　　　　　　　　（12）いわゆる「連邦量刑ガイドライン」である。
　もっとも、この連邦量刑ガイドラインにっいては、発効後、連邦量刑委
員会にその作成を委ねたのは議会の立法権限の広範に過ぎる委任であるな
どの理由で違憲性を主張する被告人が相次ぎ、連邦控訴裁レベルの判断も
分かれることになる。このため、発効後しばらくの間その全国的な適用は
妨げられることになった。しかし、1989年1月、合衆国最高裁判所（連
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（13）邦最高裁）はミストレッタ事件判決でその合憲性を確認し、ここにおいて
初めて、連邦量刑ガイドラインが全ての連邦裁判所における量刑を規制す
ることになったのであった。
　3必要的最低刑制度
　以上のように、連邦の量刑は1980年代末以降連邦量刑ガイドラインに
よって規制されることになったのであるが、その内容についてみる前に、
1980年代の連邦議会による量刑改革の重要な要素の1っである「必要的
　　アメリカ合衆国における量刑事情としての捜査・訴追協力（1）（小川）　121
最低刑（mandatory　minimum　penalty）」制度についてみておきたいと思
う。
　連邦においては、1984年以降数次にわたり「必要的最低刑規定」と呼
　　　　　　　　　　　　　　（14）ばれる規定を創設する立法がなされた。これらは薬物犯罪・銃器犯罪対策
としてそれらの犯罪について重罰化を図ったものであり、連邦量刑委員会
が1991年に議会に提出した報告書に拠れば、1990年の段階で100を超え
　　　　　　　　（15）る規定が存在したという。しかし、このうち実際に用いられていた規定は
限られており、合衆国法典21編841条（規制薬物controlled　substanceの
　　　　（16）　　　　　　　　（17）　　　　　　　　　　（18）製造・頒布等）、同844条（同所持）及び同960条（同輸出入）と、同法典
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（19）18編924条（c）項（一定の事情の下での火器の使用・携行等）の4つで必
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）要的最低刑規定適用事件全体の95％近くを占めていたとされる。
　これら1984年以降立法された必要的最低刑規定には、大別して2種類
　　　　　　　　　　（21）のものが存在するといわれる。その第1は、或る犯罪について有罪宣告を
受けた場合において、或る事情の存在やその程度を以って一定以上の刑の
言渡しを必要的とするものである。上述の合衆国法典21編841条等の薬
　　　　　　　　　　　　　（22）物に関する規定はその典型といえる。すなわち、例えば、841条において
は、その（a）項で規制薬物の製造・頒布等の禁止される行為が規定され、
続く（b）項で問題の薬物の量に応じて一ヘロイン100グラム以上であれ
ば最低5年、1キログラム以上であれば最低10年、などといったように
一その行為に対して言い渡されるべき刑の下限が段階的に定められてい
るのである。したがって、先に連邦刑法には基本的に法定刑の下限の定め
がないと述べたことは、これらの規定の適用がある限りでは修正されるこ
とになる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（23）　第2の種類のものは、合衆国法典18編924条（c）項に代表される。同
項は、暴力犯罪や薬物取引（drug　trafficking　crime）一「基本犯罪
（base　offense）」と呼ばれる一の遂行中に一或いは、それに関連して
一火器を使用・携行することなどを、それ自体独立の犯罪として処罰し
ようとするものである。すなわち、基本犯罪及び火器の使用・携行につき
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有罪宣告があった場合、同項に拠れば、後者に対して5年以上の刑が言い
渡されるべきことになる。また、同項による有罪宣告が2回目かそれ以上
であるならば、その刑は25年以上となる。この刑は基本犯罪に対する刑
と順次に執行することが必要的とされており、したがって、両者を一体と
してみると一924条（c）項について「初犯」であれば一その法定刑
　　　　　　　　　　　　　（24）（25〉は5年を下限とするということになる。
第2節　現行制度の下での量刑
　以上のように、1980年代末から現在まで、連邦の量刑は連邦量刑委員
会の作成する「ガイドライン」と「ポリシー・ステイトメント」（いわゆ
　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）る「連邦量刑ガイドライン」）の規制の下にある。そこで、次に、この連邦
量刑ガイドラインによる量刑について、その基本的仕組みを確認しておく
　　（27）（28）
ことにする。
　1連邦量刑ガイドラインによる量刑　　ガイドライン・レンジの確定
　連邦量刑ガイドライン制度の下での拘禁刑の量刑は、犯罪の重大性の程
度に関する「犯罪レベル（offense　leve1）」を縦軸とし、被告人の前科・前
歴に関する「犯罪歴カテゴリー（crim圭nal　history　category）」を横軸とし
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（29）た量刑表（sentencingtable）に従って行われる。犯罪レベルは43段階、
犯罪歴カテゴリーは6段階に区分されており、当該被告人について確定さ
れた犯罪レベル・犯罪歴カテゴリーを量刑表の縦軸・横軸に当てはめるこ
とにより言い渡されるべき宣告刑の範囲が明らかにされることになる。す
なわち、この縦軸と横軸が交錯する258個の枡目にはそれぞれ刑の上限と
下限が月数で示されており、裁判官はこの範囲一「ガイドライン・レン
ジ（guideline　range）」と呼ばれる一で具体的な宣告刑を決定することが
求められているのである。もっとも、必要的最低刑規定の適用により設定
された法定刑の下限がガイドライン・レンジの下限よりも上にくることが
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（30）あり、その場合は、当然、前者が宣告刑を選択すべき範囲の下限となる。
　これら犯罪レベル・犯罪歴カテゴリーの確定に当たっては、おおよそ次
　　　　　　　　　（31）のような作業が行われる。まず前者については各犯罪類型ごとにその基本
となる犯罪レベル（「基本犯罪レベルbaseoffenselevel」）が定められて
（32）
おり、被告人が有罪宣告を受けた事実（訴追事実charge　offense）がそのど
　　　　　　　　　　（33）れに当たるのかが検討される。次に、このレベルを出発点としてその犯罪
類型に特有の加重・軽減事情一例えば、強盗における被害額の程度や火
器等を使用したか否か、被害者の致傷の有無・程度など一についての規
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（34）定に基づきレベルの引き上げ、又は引き下げが行われる。そしてその後、
一般的調整規定（adjustments）一共犯間において被告人がどの程度重要
な役割を果たしたか、司法妨害行為が存在したかなど一の適用によって
　　　　　　　　　　（35）更にレベルの調整が行われ、最終的に犯罪レベルが確定されることにな
る。
　この犯罪レベルに関する一般的調整規定の1つとして重要なのが、被告
人の「責任の認容（acceptance　of　responsibiHty）」についての3E1．1条で
（36）
ある。これは、無罪の答弁をした場合との量刑格差を作り出すことによっ
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（37）て有罪答弁へのインセンティヴとなるよう定められたものである。この規
定が適用されると犯罪レベルは2ないし3レベル引き下げられ、これは刑
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（38）が20％から30％前後軽減されることを意味する。なお、統計に拠れば、
この「責任の認容」を理由に刑の軽減を受けた者の割合は全体の90％を
　　　（39）
超えている。
　このように犯罪レベルが確定されると、次に犯罪歴カテゴリーの決定が
行われる。連邦量刑ガイドラインは前科をその個数・種類によって点数化
しており、その合計点によって当該被告人の犯罪歴は6段階のカテゴリー
　　　　　　　　　　　　　　　（40）のいずれかに位置付けられることになる。
　以上のプロセスをたどってガイドライン・レンジが確定されるわけであ
るが、このガイドライン・レンジの幅はかなり狭く、上限が下限の25％
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（41）増（又は6月増）以内になるように設定されている。もっとも、次に触れ
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るように、裁判官は一定の場合にはこのガイドライン・レンジの外側に位
置する刑を言い渡すことが許されている。
　2ガイドライン・レンジからの離脱
連邦量刑ガイドラインは一定の場合に裁判官がガイドライン・レンジの
外側に位置する刑を言い渡すことを許容している。これを「離脱（depar－
ture）」といい、ガイドライン・レンジを下回る刑を言い渡す場合は「下
方向離脱（downward　departure）」、上回る場合は「上方向離脱（upward
departure）」　とロ乎ばれる。
　離脱が許されるのはその基礎となる法律の規定の違いにより大きく2つ
の場合に分けることができる。1つは、被告人の訴追協力（「相当程度の協
力」）が存在する場合であり、下方向離脱が認められる。これについては
次章で詳しく検討するので、ここではいま1つの場合についてみておきた
い。
　被告人の訴追協力（「相当程度の協力」）以外の事情に基づいてガイドラ
イン・レンジから離脱することが許されるのは、離脱を正当化する「特殊
事情」一先のガイドライン・レンジ確定の過程においては十分に考慮さ
れ得なかった事情一が当該事件について存在すると裁判官が考える場合
である。これは連邦量刑ガイドライン作成に当たっての量刑改革法の指示
　　　　　　　（42）に基づくものであり、連邦量刑委員会はこの種の離脱の総則規定として5
　　　　　　　（43）K2．0条をおいている。なお、連邦量刑ガイドラインには、ガイドライ
ン・レンジ内で宣告刑を選択する際、或いはこの種の離脱を行うか否かを
決定する際に考慮され得る事情一例えば、犯行により被害者が特別重大
な精神的ダメージを受けたなど一及び原則として考慮されてはならない
事情一例えば、人種・性別など一について一定の指針が示さ
　（44）（45）
れている。
　この離脱の理由となる「特殊事情」には、刑を加重する方向に働くもの
と軽減する方向に機能するものの双方が含まれる。したがって、離脱の形
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態としては上方向離脱と下方向離脱の両様があり得ることになるが一後
に触れる「相当程度の協力」に基づく離脱の場合とは異なり　　法定刑の
範囲を超えることは許されない。
　もっとも、「相当程度の協力」による場合も含め、離脱については法律
　　　　　　　　　　　（46）上2つの条件が付されている。すなわち、ガイドライン・レンジからの離
脱の程度は合理的なものでなければならず、また、裁判官は離脱すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（47）及びその程度について理由を述べなければならない。そして、次にみるよ
うに、離脱があった場合、当事者はその刑について上訴することが認めら
れており、これにより、量刑裁判官の離脱決定一及び、離脱の程度一
については上級審のコントロールが及ぶことになる。なお、連邦量刑委員
会の統計に拠れば、2001会計年度においてガイドライン・レンジ内の刑
が宣告されたのは全体の64．0％であり、上方向離脱がなされたのは0．6
％、下方向離脱がなされたのは35．4％一うち、「相当程度の協力」を理
　　　　　　　　　　　　　　（48〉由とするものが17．1％　　であった。
　3量刑についての上訴
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（49）　量刑に関する上訴については量刑改革法に規定がある。これに拠れば、
量刑について上訴が許されるのは、①刑の宣告が法に違反してなされた
（50）
場合、②宣告された刑が誤って確定されたガイドライン・レンジに基づ
　　　　　　　（51）いたものである場合、及び③ガイドライン・レンジからの離脱がなされ
　（52）　　（53）
た場合、である。
　もっとも、このうち③については、上訴権者は、下方向離脱の場合は
検察官に、上方向離脱の場合は被告人に、それぞれ限定されている。した
がって、例えば、下方向離脱がなされた場合に、被告人がその程度を不服
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（54）として、より軽い刑を求めて上訴することはできない。
　更に、このように上訴が許されるのが裁判官が離脱して刑を言い渡した
場合だということから、逆に、ガイドライン・レンジ内で宣告刑が選択さ
れている限りにおいては当事者はその刑量について不服を申し立てること
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はできないことになる。それ故、裁判官の離脱しないという決定を不服と
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（55）して当事者が上訴することは認められないと解釈されている。これによ
り、離脱するか否かは裁判官の裁量に任され、少なくとも、離脱しないこ
と　　「離脱すること」ではなく　　については裁判官は全く規制を受け
ることがない、ということになる。また、以上のことは、同時に、裁判官
にはガイドライン・レンジ内で如何なる刑を選択するかについては完全な
自由裁量が与えられている、ということも意味している。
第3節　量刑改革「以前」と「以後」 「重刑化」について
　以上、2節にわたり、1984年の量刑改革法に始まるアメリカ連邦法域
における量刑制度の改革及び連邦量刑ガイドラインの下での現在の量刑の
方法について概観してきた。このような1980年代半ば以降の改革に伴っ
て生じた現象については様々なものが指摘され得るが、ここでは、量刑改
革法及び連邦量刑ガイドライン成立後の刑の「重刑化」について述べてお
　（56）
きたい。
　連邦量刑委員会は、連邦量刑ガイドラインの作成に当たって、基本的に
　　　　　　　　　　　　（57）従来の量刑を基準としたとされる。しかし、次の点に注目しておかなけれ
ばならない。すなわち、第1に、必要的最低刑規定の創設である。これに
より薬物犯罪に対して法律レベルで重刑化が図られたことは既に述べ
（58）
たが、この法律レベルの改革に対応して連邦量刑ガイドラインもこれらの
犯罪に関するガイドライン・レンジが高く設定されるように作成されて
（59）
いる。第2に、いわゆる経済犯罪に対するガイドライン・レンジも、従前
　　　　　　　　　　（60）の刑より厳しくなっている。これによって、従来の相場では保護観察
（probation）や罰金が言い渡されていたようなホワイトカラーの被告人に
　　　　　　　　　　　　　　　　　　（61）対しても、拘禁刑の実刑が科されることになった。
　このように、現行制度の下では2つの犯罪類型にっいて一般的に重刑化
が図られているわけであるが、これら薬物・経済犯罪関連事件で刑を受け
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（62）る者は、連邦事件全体のおよそ3分の2を占めているのである。
　更に、第3として、「特殊事情」を理由とした下方向離脱の状況につい
てみておかなければならない。先にも述べたように、個々の事案において
ガイドライン・レンジの刑が具体的妥当性を失している場合のために、連
邦量刑ガイドラインは「特殊事情」に基づく離脱の規定をおきつつ、量刑
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（63）において原則として考慮されてはならない事情を掲げている。そして、下
方向離脱との関連では、そのような事情の中に、被告人の年齢や教育の程
度・職歴など、従前の実務においては「刑の個別化」の観点から被告人に
利益な方向で量刑上考慮され得たものが含まれている、という点が重要で
（64）
ある。このタイプの離脱は、連邦量刑委員会の意図の上では一後にみる
「相当程度の協力」に基づく場合と異なり一ごく稀に行われるべき例外
　　　　　　　　　　　　　　　　　（65）的事態として位置付けられているのであるが、実際、下方向離脱について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（66）みると、その割合は1995会計年度までは10．0％未満にとどまっており、
したがって、それはかなり制限的に運用されてきたということができよ
う。そして、このような「重刑化」一すなわち、一方で法定刑（の下
限〉及びガイドライン・レンジが高く設定され、他方で「特殊事情」によ
る離脱が制限されていること一については、特に第1審の裁判官層にお
　　　　　　　　　　　　　　　　（67〉いて強い不満があることが指摘されている。
　もっとも、下方向離脱に関しては、1996年に連邦最高裁のクーン事件
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（68）判決が出されたことに触れておかなければならない。この判決により、
「特殊事情」に基づく下方向離脱をめぐる状況は或る程度変化しているの
ではないかと思われるからである。すなわち、量刑裁判官がガイドライ
ン・レンジから離脱した場合、その離脱の理由及び程度については連邦控
訴裁判所による審査があり得るわけであるが、同判決は、この審査の基準
は如何なるものか　　裏返せば、第1審の量刑裁判官には離脱に関してど
の程度の裁量が認められるか一という問題について連邦最高裁がその考
えを初めて明らかにしたものであり、そこでは量刑裁判官の裁量が比較的
　　　　　　　　　　　　　　　　　（69）緩やかに認められることになったのであった。そして、実際、その後「特
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殊事情」による下方向離脱の割合は1996会計年度には10．3％と1割を
（70）　　　　　　　　　　　　　　　　（71）超え、以降現在まで漸次増加の傾向が窺える。
（1）　この「量刑」の語は多義的であるが（松尾浩也「刑の量定」宮澤浩一ほか編
『刑事政策講座第1巻』337頁〔337－38頁〕（1971年）、城下裕二『量刑基準の研究』
　9－11頁（1996年）参照）、以下のアメリカ連邦法についての叙述において「量刑
（sentencing）」というのは、基本的に拘禁刑の刑期の決定を意味している。
（2）連邦法域においては、被告人の有罪・無罪を決定する罪責認定手続と有罪宣告
のあった者に対し刑を決定・宣告する量刑手続が明確に分離されており、後者にお
いて量刑を行うのは裁判官である（もっとも、州レベルでは、刑の量定も陪審の役
割とされてv・る法域もあるとされる。5WAYNE　R．LAFAvE　ET　AL．，CRIMINAL
PRocEDuRE§26．2（a），（b）（2d　ed．1999）．この点、例えば、テキサス州の法制にっ
　き、ローク・M・リードほか『アメリカの刑事手続』302－18頁（1987年）参照）。
（3）Sε618U．S．C．A．§2113（a）（West2000）．
（4）特に間題となったのが、この量刑の不均衡が人種や性別・社会的地位といった
　ものと結びついたものではないかと主張されたことであった。S66ABA
STANDARDsFoRCRIMINALJusTlcE＝SENTENcINGxxiii－xxiv（3ded．1994）．また、この
点に関する邦語文献として、ポール・タカギ＝トニー・プラット（藤本哲也＝河合
清子訳）「1980年代のアメリカにおける人種差別と拘禁刑（1）（2）一政策分析
　を中心として」比較法雑誌19巻1号1頁、2号93頁（1985年）がある。
（5）以上につき、簡潔には、HuTcmsoN　ET　Aし，づψαnote26，§9．1参照。邦語文献
で1980年代の合衆国一r連邦及び州　　における量刑制度改革及びその背景につい
て論及するものとしては、例えば、鈴木義男「20年目のアメリカ」同『刑事司法と
国際交流』193頁（1986年）［初出・罪と罰18巻1号（1980年）］、松本時夫「アメリ
カにおける量刑をめぐる動き」アメリカ法1982年2号149頁（1983年）、石塚伸一
「不定期刑」藤本哲也編『現代アメリカ犯罪学辞典』116頁（1991年）［初出・比較
法雑誌17巻4号（1984年）］、榎本正也「アメリカ合衆国における最近の量刑改革」
法務総合研究所研究部紀要28号213頁（1985年）、アルバート・」・リース（宮澤節
生＝川本哲郎訳）「アメリカ合衆国における量刑政策と実務」ジュリスト834号75頁
　（1985年）、林幹人「刑罰目的について一アメリカの状況を参考にして」同『刑法
の現代的課題』185頁（1991年）［初出・ジュリスト901号（1988年）］、中村秀次
「刑の量定一アメリカを中心とした量刑改革概観」熊本法学60号55頁（1989年〉、
　岡部泰昌「アメリカ量刑法改革の概要」阪大法学39巻3・4号127頁（1990年）、菊
　田幸一「アメリカにおける量刑改革と犯罪者対策〔正〕（続）（完）」法律論叢63巻
　4・5号141頁、6号1頁、64巻1号25頁（1991年）、篠塚一彦「量刑と刑罰制度
　〔1〕」上智法学論集36巻1・2号35頁（71－97頁〕（1992年）がある。特に各州の状
況については、中村秀次教授による一連の論稿一「刑の量定一インディアナ州
　の量刑改革の検討」熊本法学61号37頁（1989年）、「刑の量定（1）（2・完）一
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　カリフォルニアの定期量刑法について」熊本法学63号1頁、64号43頁（1990年）、
　「刑の量定一アメリカ量刑改革におけるオレゴン・パロール方式」熊本法学66号
　1頁（1990年）、「刑の量定一ニューヨーク州における量刑改革の問題」熊本法学
68号1頁（1991年）、「刑の量定一ミネソタ量刑委員会の指針方式」熊本法学69号
　1頁（1991年）一のほか、例えば、岡部泰昌「ミネソタ量刑指針」阪大法学43巻
1号349頁（1993年）など参照。
　　なお、1980年代の改革以前の合衆国の量刑制度に関する邦語文献については、篠
塚一彦「合衆国連邦量刑ガイドライン」上智法学論集31巻3号131頁〔135－36頁〕
　（1988年）参照。
（6）　Comprehensive　Crime　Control　Act　of1984，Pub．L．No．98－473，98Stat．1837，
1976（1984）．
（7）　Sentencing　Reform　Act　of1984，Pub．L　No．98－473，98Stat．1837，1987
　（1984）．同法は、その後、量刑実体法・手続法に関する部分は合衆国法典18編
「犯罪及び刑事手続」に、連邦量刑委員会に関する部分は同28編「司法組織及び司
法手続」に、それぞれ組み込まれている。S6618U。S．C．A．§§3551－3586（West
2000）128U．S．C．A．§§991－998（West1993＆Supp．2001）．
（8）邦語文献で特に量刑改革法の紹介を主題としたものとしては、例えば、鈴木義
男「アメリカ連邦刑事法の改正と量刑の適正化」同・前掲注（5）『刑事司法と国
際交流』268頁［初出・判例タイムズ554号（1985年）］、石塚伸一「連邦量刑委員
会」藤本編・前掲注（5）119頁［初出・比較法雑誌19巻4号（1986年）］、林幹人
「合衆国連邦量刑法の改正」同・前掲注（5）『刑法の現代的課題』185頁［初出・
警察研究57巻10号（1986年）］がある。また、岡部泰昌「アメリカ連邦刑事法改正
の概要一「1984年の『包括的犯罪規制法』（Comprehensive　Crime　Control　Act
of1984）」の紹介」判例タイムズ541号12頁（1985年）、田中利彦「アメリカの連邦
刑事法改正一量刑と没収を中心として」ジュ11スト839号80頁（1985年）、岡部・
　前掲注（5）「アメリカ量刑法改革の概要」144－51頁、同「アメリカ合衆国の量刑
手続」森下忠先生古稀祝賀上巻『変動期の刑事法学』523頁（1995年）も参照。
（9）　S665LAFAvE　ET　AL．，szφ鵤note2，§26．3（d），（e），
（10）　同委員会は司法部に属する独立の委員会であり、その構成は基本的に上院の助
言と承認を得た上で大統領が任命する7人の委員一うち、少なくとも3名は連邦
裁判所判事でなければならないとされる一から成る。Sεε28U．S．C．A．§991（a）
（West1993）．
（11）S66宛．§994（a）．
（12）連邦量刑ガイドライン成立の過程について、詳しくは、Kate　Stith＆Steve
　K．Koh，丁勉PoJ痂os（ゾS6痂ε盟6劾g1～σb甥zごThε功gゑsZ召勧6研s渉oηげ渉h6
磁4醐l　S6％伽6初g　O％娩」ズ％εs，28WAKE　FoREsT　L．REv．223（1993）参照。
（13）Mistretta　v．United　States，448U．S・361（1989）．本判決の内容及びその経緯に
っいては、邦語文献として、鈴木義男＝岡上雅美「アメリカ合衆国量刑委員会制度
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　とその合憲性」ジュリスト986号64頁（1991年）［鈴木『日本の刑事司法再論』
　（1996年）所収］がある。
（14）　もっとも、この必要的最低刑制度は連邦刑法史上1980年代に初めて登場したと
　いうわけではない。S66U．S．SENTENcING　CoMM・N，SpEcIAL　REpoRT　To　THE　CoNGREss：
MANDAToRY　MINIMuM　PENALTIEs　IN　FEDERAL　CRIMINAL　JusTlcE　SYsTEM5－10（1991），
http：／／www．ussc．gov／r／congress／MANMIN。PDF（visited　September2，2002）
［hereinafter　MANDAToRY　MINIMuM］．
（15）
（16）
（17）
（18）
（19〉
（20）
（21）
∫4．atlO．
21U．S．C。A．§841（West1999＆Supp．2001）．
21U．S．C．A．§844（West1999）．
21U．S．C．A。§960（West1999＆Supp．2001）．
18U．S．C．A．§924（West2000）．
MANDAToRY　MINIMuM，sゆ規note14，at10－13．
Sε6Stephen　J．Schulhofer，雌伽勧g痂癬伽η価箆珈襯s，28WAKE
FoREsT　L．REv．199，202（1993）．
（22）　これらの規定については、例えば、飯田英男「アメリカの新薬物濫用規制法に
ついて」判例タイムズ633号78頁（1987年）参照。
（23）　この規定については、例えば、松尾浩也「刑事制定法の解釈一薬物取引に際
　し銃器を『使用』することの意義」法律のひろば51巻5号67頁（1998年）参照。
（24）有罪宣告を受けた訴因が複数の場合、合衆国においては、わが国における併合
加重のような方式は存在せず、訴因毎に刑を言い渡す方式が採られている。これら
訴因毎に言い渡された刑をどのように執行するかについて、それらを同時に（競合
的に）執行するという方式（同時執行concurrent　sentencing）と1つの執行が終
了した後で続けて他の刑を執行するという方式（順次執行consecutive　sentenc－
ing）の2種があり、裁判官としては前者を言い渡すのが一般的だといわれる。5
LAFAvE　ET　AL，s勿観note2，§26．3（f）1リードほか・前掲注（2）309、315頁参
照。したがって、例えば、「A訴因につき10年、B訴因につき5年」との宣告があ
　った場合、前者に拠れば実質的な宣告刑は10年となるのに対し、後者に拠ればそれ
は15年ということになる。
（25）なお、1990年代に入り連邦及び各州で制定されたいわゆる「三振法」一例え
ば、重罪で有罪宣告を受けた場合それが3回目であれば終身刑の言渡しを必要的と
するといったもの一も、この必要的最低刑規定の一種である。この「三振法」に
ついては、邦語文献として、例えば、内堀宏達「アメリカの三振法」海外司法ジャ
ーナル1巻75頁（1995年）、岡本美紀「アメリカ合衆国における『1994年暴力犯罪
統制及び法執行法』について一いわゆる『三振アウト』条項を中心として」比較
法雑誌29巻4号29頁（1996年）、同「アメリカ合衆国の州レベルにおける『スリー
　ストライク法』に関する検討」比較法雑誌31巻4号145頁（1998年）、鮎田実「アメ
　リカ合衆国における常習犯罪者対策としての“三振法”の概要と問題点一カリフ
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　オルニア州を中心に」法学新報105巻10・11号203頁（1999年）、藤本哲也「アメリ
　カ合衆国の野球量刑　　スリーストライタ法について」法学新報106巻5・6号35
頁（2000年）参照。
（26）これら「ガイドライン」「ポリシー・ステイトメント」は、連邦量刑委員会に
　よって『連邦量刑ガイドライン・マニュアル』という形にまとめられている。本稿
　における「ガイドライン」「ポリシー・ステイトメント」の引用は、その2001年版
　（U．S．SENTENcING　CoMMN，2001FEDERALSENTENcINGGuIDELINEMANuAL，http：／／www．
ussc．gov／2001guid／tabconO1＿2．htm（visited　September2，2002）［hereinafter
GuIDELINEs　MANuAL］）に拠る。また、この『ガイドライン・マニュアル』につい
て、West社から注釈書が刊行されているが、本稿ではその2000年版（THoMAs　W．
HuTcHlsoN　ET　AL．，FEDERAL　SENTENcING　LAw　AND　PRAcTlcE（2000ed．））を参照した。
　　この『連邦量刑ガイドライン・マニュアル』は全8章（chapter）から成る。こ
のうち第8章のタイトルは「組織体の量刑（Sentencing　of　Organizations）」であ
って、他の部分とは別に1991年に成立している。GuIDEHNEs　MANuAL，s勿π♂，ch。8，
intro．cmt．，hist．note．この第8章に関する邦語文献としては、例えば、鈴木義男
「アメリカ合衆国量刑基準と法人に対する罰金額の算定」同・前掲注（13）『日本の
刑事司法再論』221頁［初出・森下忠先生古稀祝賀論文集下巻『変動期の刑事政策』
　（1995年）］、川崎友巳「企業犯罪論の現状と展望（2・完）」同志社法学47巻5号
297頁〔299－341頁〕（1996年〉、堤和通「1991年アメリカ合衆国量刑ガイドラインに
みる組織規制の方向一コーポレイト・パワー、コーポレイト・エトス（1）一
　（3）」比較法雑誌32巻3号23頁（1998年）、4号1頁、33巻1号31頁（1999年）が
　ある。
　『ガイドライン・マニュアル』各章は更に「部（part）」「節（subpart）」に分け
　られている。連邦量刑ガイドライン各条項の引用には「§2B1．1」といった表記が
用いられるが、これは「ガイドライン・マニュアル第2章B部第1節の1番目の
ガイドライン」を意味する。GuIDELINEs　MANuAL，s砂形，§IBl．6．本稿ではこれを
「連邦量刑ガイドライン2B1．1条」というように表記している。
　　ところで、この「1番目のガイドライン」といういい方に現れているように、
「ガイドライン（guideline）」の語は本来的には『連邦量刑ガイドライン・マニュ
アル』を構成する個々の条項を指すものである（以下では、「ガイドライン」の語
につき、『ガイドライン・マニュアル玉の意味で用いる場合は「連邦量刑ガイドラ
イン」と、個々の条項を指す場合には単に「ガイドライン」という）。しかしなが
ら、やや紛らわしいのは、このいわゆる「連邦量刑ガイドライン」（コ『ガイドラ
イン・マニュアル』）は、前述のように「ガイドライン」と「ポリシー・ステイト
メント」をまとめたものであり、全ての条項が「ガイドライン」であるわけではな
いということである。この2種の区別は、量刑改革法が、連邦量刑委員会の責務を
連邦裁判所の量刑に関する「『ガイドライン』と『ポリシー・ステイトメント』の
作成」としたことに由来し（28U．S．C．A．§994（a）（West1993））、例えば、後述す
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る犯罪レベル・犯罪歴カテゴリーの具体的算出について定めた『ガイドライン・マ
ニュアル』各条項は「ガイドライン」であり、ガイドライン・レンジからの離脱に
関する5K1．1条、5K2．0条などは「ポリシー・ステイトメント」となっている。
　　この2種の区別に関して問題となるのは、「ポリシー・ステイトメント」がその
名宛人である裁判官に対し「ガイドライン」と同様の拘束力を有するのか否かであ
　るが、この点、一般的には、両者はその拘束力の点で異なるところはないと解され
　ている。S68Stinsonv．UnitedStates，508U．S．36，41（1993）．
　　なお、各「ガイドライン」「ポリシー・ステイトメント」には更に連邦量刑委員
会による「注釈（commentary）」が適宜付されている（この「注釈」の拘束力に
ついては、GuIDELINEs　MANuAL，sゆ昭，§1B1．7参照）。そこで、本稿で「ガイドライ
ン」或いは「ポリシー・ステイトメント」本体を「注釈」と特に区別して取り上げ
る場合には「5K1．1条本文」などと表記することにする。
（27）連邦量刑ガイドラインの（部分的な）翻訳を含む紹介としては、横溝秀樹「合
衆国連邦裁判所のための量刑ガイドラインと量刑指針〔その1〕（その2）」西南学
院大学大学院法学研究論集6号89頁（1987年）、7号1頁（1989年）、岡部泰昌「合
衆国（連邦）量刑指針」阪大法学46巻6号279頁（1997年）がある。また、邦語文
献で、特に連邦量刑ガイドラインを主題とするものとしては、例えば、以下のもの
　を参照。篠塚・前掲注（5）「合衆国連邦量刑ガイドライン」、菊田幸一「連邦量刑
ガイドラインとその後の状況」法律時報63巻8号48頁（1991年）、鈴木＝岡上・前
掲注（13）、岡部泰昌「合衆国量刑指針による量刑実務と適正手続の保障」阪大法
学42懸2・3号95頁（1992年）、中村秀次「刑の量定一合衆国量刑委員会の連邦
量刑指針」熊本法学72号55頁（1992年）、鈴木義男「アメリカ合衆国量刑基準の展
開」同・前掲注（13）『日本の刑事司法再論』198頁［初出・亜細亜大学国際関係紀
要4巻2号（1995年）］、岡上雅美「アメリカ合衆国量刑基準における関連行為の考
慮と二重の危険」鈴木義男先生古稀祝賀『アメリカ刑事法の諸相』61頁（1996年）、
鈴木謙也「量刑ガイドライン」海外司法ジャーナル4号150頁（1998年）、リャ・
W・ゾベル（野坂明宏訳）「アメリカにおける量刑ガイドラインについて」アジ研
所報14号34頁（2000年）、池田順一「連邦量刑ガイドラインと連邦裁判所における
量刑実務」判例タイムズ1067号99頁（2001年）。また、岡部・前掲注（5〉「アメリ
　カ量刑法改革の概要」151－62頁、菊田・前掲注（5）「アメリカにおける量刑改革
　と犯罪者対策（続）」、篠塚・前掲注（5）「量刑と刑罰制度〔1〕」83－95頁も参
　照。
（28）なお、連邦量刑ガイドラインは、現在では連邦裁判所における被告人（自然
入）の量刑全てを規制しているわけではなく、1988年の改定によって、有罪宣告を
受けた訴因がB級以下の軽罪（misdemeanor）又は違反行為（infraction）であ
　る場合一一拘禁刑の最高刑が6月を超えないということを意味する一には、その
　適用はないことになっている。GuIDELINEs　MANuAL，s妙昭note26，§1B1．9．
（29）　S66づ4．ch．5，pt．A．
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（30）
（31）
（32）
（33）
（34）
（35）
（36）
（37）
（38）
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公判後に
それぞれの宣告刑についてみると、後者の平均が前者のそれの30％から40％減とな
っていたとされる。そして、「責任の認容」に基づくレベル引き下げは、これを念
頭に作成されたという。Ilene　H．Nagel＆Stephen　J．Schulhofer，z47切6げ
　7フ2名召6Cπ彪S　J　z4多z　E抄ψ1万αzl　S渉z‘4y　（ゾCh‘z碧」勉9‘z％48‘z㎎とzJ％診勉g　Pπzoガ66s　zθz467
　孟h6E646矧l　S6nオ67zo初g　G痂磁1初6s，66S．CAL．L．REv．501，506，512n．36（1992）
　（citing　U．S．SENTENcING　CoMM・N，SuPPLEMENTARY　REPoRT　oN　THE　INITIAL　SENTENcING
　GuIDELINEs　AND　PoLlcY　STATEMENTs（1987））．
（39）　この点、2001会計年度について、連邦量刑委員会による次の統計を参照。U。S．
　SENTENcING　CoMM・N，2001SouRcEBooK　oF　FEDERAL　SENTENcING　STATIsTlcs43tbL19，
http：／／www．ussc．gov／ANNRPT／2001／SBTOCO1・htm　（visited　September2，
　2002）　［hereinafter2001SouRcEBooK］．
（40）
（41）
（42）
（43）
（44）
（45）
S％ag。，Wade　v．United　States，504U．S，181，182（1992）．
S66GuIDELINEs　MANuAL，szφ段z　note26，§1B1．1。
S66づ4．ch．2．
S66」4．§1B1．2（a）．
S66　づ4．ch．2。
S66σ4．ch．3．
配．§3El．1．
HuTcHIsoN　ET　AL，s％カm　note26，§3E1．1，at992．
連邦量刑委員会の調査に拠れば、連邦量刑ガイドライン発効以前において正式
　　　　つまり、無罪を争って　　有罪宣告を受けた者と有罪答弁を行った者
であるが、5K2．0条とは若干性質の異なる離脱規定として、GuIDELINEs
s勿窺note26，§4Al．3参照。
（46）
（47）
（48）
（49）
（50）
（51）
（52）
（53）
S66GuIDELINEs　MANuAL，sゆ㎎note26，ch．4．
S6628U．S．C．A．§994（b）（2）（West1993）．
S6618U．S．C．A．§3553（e）（West2000）．
GuIDELINEs　MANuAL，sゆ昭note26，§5K2．0．
S6切4．§§5H1ユー．16，§§5K2。1一．18．
なお、基礎となるのは同じ法律の規定（18U．S．C．A．§3553（e）（West2000））
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　MANUAL，
Sε618U．S．C．A．§3553（c）（2），§3742（f）（2）（West2000）．
Sε6HuTcHIsoN　ET　AL．，sz4）ηz　note26，§9．6　（d），at1487。
S662001SouRcEBooK，sゆ矧note39，fig。G．
S8618U。S．C．A．§3742（West2000）．
ノ4．§3742　（a）　（1），（b）　（1）．
厄．§3742　（a）　（2），（b）　（2）．
∠び．§3742　（a）　（3），（b）　（3）．
もっとも、いずれの理由についても、当事者間で量刑について合意があり、 ??
告刑がそれと一致している場合には、上訴は許されない。Z4．§3742（c）．
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（54）　S66HuTcHlsoN　ET　AL．，s2φ昭note26，§9．7，at1494．
（55）駕．
（56）近年の合衆国における重刑化の傾向に関しては、邦語文献として、例えば、
「シンポジウム　アメリカ社会における重罰化の動向二経済犯罪と死刑の問題に焦
点をあてて」アメリカ法1998年2号198頁（1999年）参照。
（57）
（58）
（59）
（60）
S66GumELINEs　MANuAL，sゆ昭note26，ch．1，pt．A，3。
第1章第1節3参照。
S86GuIDELINEs　MANuAL，s勿彫note26，ch・1，pt．A，3．
艶6擢．また、この点につき、邦語文献として、佐伯仁志「経済犯罪における
重罰化の動向」アメリカ法1998年2号218頁（1998年）参照。
（61）　S6εFrank　O。Bowman　III，Z）砂απ初9丞S％oh　S＠θ6αSoγ猶oωr∠l　y磁7げ
1擁才吻l　RωoJ♂oπ‘S励s伽枷1・4ssゑs伽06”Z》砂認陥6s　Eollo”sαD60α46げ
P名os66獅o吻1玩撚⑳IJ彫，29STETsoN　L。REv．7，14（1999）［hereinafter　Bowman，
　五）塚）α灯吻g］l　S66認so　Frank　O．Bowman　III，Co幽，zg”πhオhθ　‘Zo3s誓ノ11～6一
伽鰯泌初げS6％勧伽gE64飽IEoono吻6α魏6s％％46君h60慮61枷s，51
　VAND．L．REv．461，484（1998）．
（62）　S66Frank　O．Bowman　III，7th6Q襯1勿げ〃i6鰐〃％s！B6地s枷劾6鳳α擁
αh67五6s50％s初五6α吻錫g孟o　Lo％！h6死4卿l　S翻6⑳ηg　O％魏1枷s，1996Wls．
L．REv．679，733n．190．2001会計年度についてみると、「薬物（dmgs）」が全体の
41．2％、「詐欺（fraud）」　　わが国でいう横領・背任等も含まれる　　が11．4
％、「詐欺以外のホワイトカラー犯罪（non－fraud　white　collar）」が6．4％、とな
　っている。2001SouRcEBooK，s吻昭note39，fig．A．
（63）　本章第2節2参照。
（64）　Bowman，Z）の碗初81sゆ窺note61，at12－13．
（65）S66GuIDELINEs　MANuAL，s砂解　note26，ch，1，pt．A，4（b）l　s66αlso
　HuTcHlsoN　ET　AL。，szφηz　note26，§9．4（b），at1478．
（66）　U．S．SENTENcING　CoMM・N，1996SouRcEBooK　oF　FEDERAL　SENTENcING　STATlsTlcs　fig．
G，http：／／www．ussc．gov／amrpt／1996／sourcbk．htm（visited　September2，2002）
　［hereinafter1996SouRcEBooK］．
（67）　連邦地裁裁判官が現行制度の評価を述べたものとして、例えば、証拠法に関す
る著作で知られるワインシュタイン判事（ニューヨータ東部地区連邦地裁）による
次の論稿がある。Jack　B．Weinstein，z4丁吻1ル塵禽R460如％s　o％P砂碗％名6s
かo郷オh6勲46窺l　S6多z渉6鋸oづアzg　Oz〃461初6s，5FED．SENTENcING　REp．6（1990）l　Jack　B．
Weinstein，且丁吻11％磯なS660雇Z吻名6ss加げオh6E64卿l　S6％渉6％吻8
G露461♂％6s，66S．CAL　L．REv．357（1992）．また、1996年、後出のクーン事件連邦裁
高裁判決が下される前に、連邦司法センター（Federal　Judicial　Center）によって
連邦地裁・控訴裁裁判官らの現行量刑制度に関する意識調査が行われているが、こ
れにつき、Scott　A．Gilbert＆Mo11y　Treadway　Johnson，7h6E646鯉11％4」6鰯
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067z彪7奪1996Sz躍∂の，φゾOz認461勉6助θ万6㌶66，9FED．SENTENcING　REp．87（1997）
参照。
（68）　Koon　v．Un三ted　States，518U。S．81（1996〉．
（69）　ターン事件判決の基準について、詳しくは、Cynthia　K．Y．Lee，／1漉側‘Sl猛
力zg　So冴」6　（～ズZ）碗解％06アフ／1砂名o召6h　オo　且6％s6　ρプ1）乞sビz2ガoκ’∠L躍）61Z‘zオ〔ヲ石～6z彦6z〃　ρブ
Z）乞sオ万6オCoz6ガ1）4）‘z7オz弼6sπ7z487渉hθF6467召l　S6多z渉6％oカzg　G％乞461歪％6s，35AM．（張IM．
L．REV．1（1997）参照。
（70）1996SouRcEBooK，s吻m　note66，fig．G．もっとも、この点、「特殊事情」基づく
下方向離脱は、ターン事件判決が下される以前から緩やかな増加傾向にあったとい
　う指摘もある。S66Paul　J．Hoferet　al．，Pの碗％名81～碗s醜41～6αso％sφ67Kooη
∂．US．，9FED．SENTENclNG　REp．284（1997）．
（71）　1997会計年度は12．1％、1998会計年度は13。6％、1999会計年度は15．8％、2000
会計年度は17．0％、2001会計年度は18．3％、となっている。2001SouRcEBooK，
sゆ㎜note39，fig．G．
第2章　量刑事情としての「捜査・訴追協力」
　前章においては合衆国連邦法域における量刑制度一般を概観した。それ
では、このような量刑制度の下で、被告人の捜査・訴追協力はどのような
形で考慮されているのであろうか。
　この点、既に簡単に触れたように、被告人の訴追協力については、ま
ず、連邦量刑ガイドライン5K1．1条にガイドライン・レンジからの離脱
事由という形で規定がある。そこで、以下では、この5K1．1条の意義を
中心に、連邦量刑実体法における訴追協力の考慮についてみてみることに
したい。
第1節　連邦量刑ガイドライン5K1．1条　　概観
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（1）　量刑改革法の成立から約2年後、1986年反薬物濫用法の一部として
　　　　　　　　　　　　　　　（2）「麻薬犯罪の刑罰及び執行に関する法律」が制定された。これにより、裁
判官の量刑権限に関して合衆国法典18編3553条（e）項が成立している。
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　　　　　　　（3）同項は次の通り定める。
「合衆国法典18編3553条　刑の言渡し
　（e〉項　法定刑の下限を下回る刑を言い渡す限定的な権限
　訴追側の申立て（motion）に基づき、裁判所は、他の犯罪者についての
捜査又は訴追における被告人の相当程度の協力（substantial　assistance〉を
考慮して法定刑の下限を下回る刑（a　sentencebelow　alevel　establishedby
statute　as　minimum　sentence）を言い渡す権限を有する。この刑の言渡し
は、量刑委員会が合衆国法典28編994条に基づき作成する連邦量刑ガイド
ラインが定めるところ（theguidelinesandpolicystatements）に従って行
われるものとする。」
　このように、合衆国法典18編3553条（e）項は、被告人の訴追協力
（「相当程度の協力」）が存在する場合、必要的最低刑規定の適用によって設
定される法定刑の下限を下回る刑を言い渡す権限を裁判官に与えるもので
ある。しかし、その権限行使については、単に被告人が「相当程度の協
力」を行ったというだけではなく、手続上、訴追側（検察官）のその旨の
申立てが要求されていることに注意を要する。
　更に、同項に拠れば、この権限は連邦量刑委員会の責務に関する合衆国
法典28編994条に基づき作成される連邦量刑ガイドラインの定めに従っ
て行使されるべきものとされているが、この994条について同じく「麻薬
犯罪の刑罰及び執行に関する法律」は、現在の（n）項を追加している。
　　　　　　　　　（4）その規定は次の通りである。
「合衆国法典28編994条　量刑委員会の責務
　（n〉項　量刑委員会は、他の犯罪者についての捜査又は訴追における被
告人の相当程度の協力（substantialassistance）を考慮して法定刑の下限を
下回る刑（asentencethatislowerthanthatestablishedbystatuteasa
minimum　sentence）を含むより軽い刑を言い渡すことの一般的妥当性
（general　appropriateness）を連邦量刑ガイドライン（the　guidelines）に反
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映させるものとする。」
　この議会の指示に対応して設けられたのが、連邦量刑ガイドライン5
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（5）K1．1条である。その現在の規定（本文）は次の通り述べる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（6）「5KI．1条　当局への相当程度の協力（ポリシー・ステイトメント）
　他の犯罪者についての捜査又は訴追において被告人が相当程度の協力
（substantial　assistance）を行った旨の訴追側の申立て（motion）に基づ
き、裁判所は、ガイドライン・レンジから離脱することができる（may
depart　from　the　guidelines）。
　（a）適切な刑の軽減の程度は裁判所によって決定されるものとする。裁
判所は、刑の軽減の程度についてその理由を明示しなければならない。この
理由としては以下の事項についての考慮が含まれ得るが、考慮され得る事項
はこれらに限定されるわけではない。
　（1）被告人の協力の重要性と有用性に関する、訴追側の評価を考慮した上
　での、裁判所の評価
　（2）被告人によって提供された情報又は証言の真実性、完全性、信頼性
　（3〉被告人による協力の性質と程度
　（4）被告人又はその家族がその協力の結果として被った危害（injury）又
　はその危険若しくは負担（any　danger　or　risk）
　（5）被告人による協力の適時性（timeliness）」
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（7）更に、この5K1．1条には連邦量刑委員会による次の注釈が付されて
（8）
いる。
「注釈
本条の適用について（。4勿漉痂o％ハ碗6）
1．合衆国法典18編3553条（e）項及び同28編994条（n）項が定める条
件のもと、他の犯罪者についての捜査又は訴追における相当程度の協力の存
在は法定刑の下限（吻嬬07勿名6卿加4郷」勉窺％窺s6漉郷6）を下回る刑の
宣告を正当化し得る。
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　2．当局への協力による刑の軽減は責任の認容による軽減とは独立に考慮さ
れる。被告人が自己の行為に関する責任を積極的に認識することに関わるの
が責任の認容であるのに対し、相当程度の協力は、被告人以外の者による犯
罪活動の捜査及び訴追に関わるものである。
3．被告人の協力の程度についての訴追側の評価には特別の価値が認められ
るべきである。特に、協力の程度及び価値を見定めることが困難である場合
には、訴追側の評価が重視されるべきである。
背景（B磁hg名o観4）：犯罪活動の捜査において被告人が当局に協力したとい
うことは、実務においても、また、法律上も、刑を軽減する事由として認め
られてきた。この協力の性質や程度・重要性というものは行為の様々な側面
（06名044幼60≠剛窺げ60癬％6渉）と関わり得るものであり、そしてそれは、
裁判所により個別の事案に即して評価されなければならない。それ故、量刑
裁判官には先に掲げたものを含む様々な関連要因に基づいて刑を軽減する裁
量が与えられる。しかしながら、量刑裁判官は本条の下で刑を軽減する理由
を明らかにしなければならない。合衆国法典18編3553条（c）項参照。裁
判所は、被告人の安全を確保するため、或いは進行中の捜査の密行性が害さ
れることを避けるために、その理由を非公開の書面により（初観痂ηg
観磁7s641）非公開の手続において（吻侃耀勉）被告人に告げることを選
択することができる。」
　こうして成立した連邦量刑ガイドライン5K1．1条によって、連邦量刑ガ
イドライン制度のもと、被告人の訴追協力（「相当程度の協力」）に基づい
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（9）て刑を軽減する権限が明文で裁判官に認められることになった。、そして、
ここでいう刑の軽減とは被告人が自分自身に関する捜査・訴追に協力した
場合（r責任の認容」）のように犯罪レベルを一定程度引き下げることによ
ってガイドライン・レンジをより軽い刑を言い渡すことを可能にする枠組
　　　　　　　　　　　　（10）として設定し直すことではなく、ガイドライン・レンジという枠自体を消
滅させてしまうこと一すなわち、「離脱」　　によって行われる。しか
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（11）も、「特殊事情」を理由とする他の離脱の場合とは異なり、ここではガイ
ドライン・レンジの下限を下回るだけではなく必要的最低刑規定の適用に
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よって設定される法定刑の下限さえも下回る刑を言い渡すことが許される
ことになる。
　それでは、この5K1．1条による刑の軽減について、以上の規定の概観
から看取され得るその基本的な枠組をここで確認しておこう。
　まず、5Kl．1条の適用に際しては、検察官の「申立て」の存在が前提と
される。この申立ての内容は、他の者に対する捜査又は訴追において被告
人が「相当程度の協力」　　単なる「協力」ではなく　　を行ったこと、
である。
　被告人の訴追協力の対象である「他の犯罪者」の犯罪の種類については
5K1．1条は特に限定をしていない。刑の軽減の対象となる被告人が有罪宣
告を受けた犯罪についても同様である。更には、この「被告人が有罪宣告
を受けた犯罪」と「他の犯罪者の犯罪」との繋がりも、全く要求されては
いない。
　「相当程度の協力」を理由に下方向へ離脱して刑の軽減を行う場合、離
脱に関する一般原則に従い、裁判官は離脱すること及びその程度に関して
　　　　　　　　　　　（12）理由の明示を義務付けられる。また、離脱の程度は合理的なものであるこ
とを要するが、この場合は法定刑の下限を下回る刑を言い渡すことも許さ
れるので、刑の軽減の程度について形式的な限界は存在しないということ
　（13）
になる。この離脱の程度について被告人がそれを不服として上訴すること
は認められないが、検察官に不服がある場合には上級審による審査が行わ
　（14〉
れ得る。
　他方、量刑に関する上訴一般にっいて述べたように、ガイドライン・レ
ンジ内で宣告刑が選択された場合には当事者はこれを不服として上訴する
　　　　　（15〉ことはできない。それ故、検察官の申立てが行われたにもかかわらず離脱
がなされなかったという場合でも、この裁判官の決定に検察官或いは被告
人が争うことは許されない。つまり、検察官の申立てはあくまで離脱の
「前提」であり、離脱するか否の最終的な決定権はなお裁判官に留保され
　（16）
ている。
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　この5K1．1条の適用状況にっいてもここで簡単に触れておこう。全被
告人中、同条による下方向離脱に基づき刑を宣告された者の割合は、1989
会計年度においては3．5％であった。この数字はその後急激に上昇し、
1995会計年度には19．7％に達しているが、しかし、近年ではやや減少傾
　　　　（17）
向がみられる。
　それでは、5K1．1条に基づき離脱して刑が宣告された場合、その離脱の
程度、すなわち、ガイドライン・レンジ内の刑と宣告刑の格差はどうなっ
ているであろうか。この点、2001会計年度についてみると、同条を理由
とする離脱に基づく宣告刑の中央値は、ガイドライン・レンジ下限の刑の
　　　　　　　　（18）50．0％減となっている。
　なお、この「相当程度の協力」に基づき刑を軽減する権限を裁判官に与
えた規定としては、以上の連邦量刑ガイドライン5K1．1条　及び、合
衆国法典18編3553条（e）項　　のほか、連邦刑事訴訟規則に定めがあ
る。そこで、これについてもここで併せてみておくことにしよう。
　前述のように、1986年「麻薬犯罪の刑罰及び執行に関する法律」によ
って裁判官に法定刑の下限を下回る刑を言い渡す権限を与えた合衆国法典
18編3553条（e）項、及び連邦量刑委員会に被告人の訴追協力を連邦量
刑ガイドライン作成に当たって刑の軽減事由として盛り込むよう命じた同
28編994条（n）項が成立したが、これに先立ち1984年に制定され連邦
量刑委員会を創設した量刑改革法は、連邦刑事訴訟規則を改正する規定を
　　　　（19）も含んでいた。すなわち、従前の刑事訴訟規則35条（b）項は刑の宣告が
なされた後一定の期間内に　　当事者の申立て又は職権により　　諸事情
を考慮してその刑を軽減することが許される旨を定めていたが、量刑改革
法による改正によって同項に基づき事後的に刑を軽減することが許される
のは「相当程度の協力」の場合に限定され、また検察官の申立てがその要
件とされることになった。同項は、その後連邦議会及び連邦最高裁による
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（20）数次の改正を経て、現在は次の通り規定するものとなっている。
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「連邦刑事訴訟規則35条　刑の変更又は軽減
　（b）項相当程度の協力に基づく刑の軽減
　裁判所は、刑の言渡しの後1年内に訴追側の申立て（motion）がある場
合、合衆国法典28編994条の下で量刑委員会が作成する連邦量刑ガイドラ
インの定め（theguidelinesandpolicystatements）に従い、他の者に関す
る捜査又は訴追において被告人がその後行った相当程度の協力（a　defendant’s
subsequent　substantial　assistance）を考慮して刑を軽減することができる
（may　reduce　a　sentence）。また、被告人の相当程度の協力が刑の言渡しか
ら1年以上が経過するまで被告人には知られていなかった情報や証拠に関わ
るものである場合、裁判所は、刑の言渡しから1年以上が経過した後に訴追
側が行った刑の軽減の申立て（motion）を検討することができる（may
consider）。また、相当程度の協力がなされたか否かを評価するに際し、裁
判所は、被告人が刑の言渡し以前に行った協力を考慮することができる。な
お、本項の適用においては、裁判所は法定刑の下限を下回る刑の軽減を行う
ことができる（may　reduce　thesentence　to　a　levelbelowthat　established
　　　　　　　　　　　　（21）by　statute　as　a　minimum　sentence）。」
第2節　「相当程度の協力」と「申立て要件」
　以上に概観した「相当程度の協力」関連規定の文言で特に目を引くの
は、既に強調しておいたように、検察官の「申立て」が離脱の要件とされ
ていることであろう。すなわち、必要的最低刑を下回る刑を宣告する権限
を裁判官に与えた合衆国法典18編3553条（e）項、及び刑の事後的軽減
を認めた連邦刑事訴訟規則35条（b〉項で「訴追側の申立て」が要求さ
れている。他方、連邦量刑ガイドラインを作成する際に「相当程度の協
力」を刑の軽減事由として盛り込むよう連邦量刑委員会に命じた合衆国法
典28編994条（n）項は検察官の申立てについて何ら言及してはいない
が、これを基礎として設けられた連邦量刑ガイドライン5K1．1条におい
ては、やはり申立てが要件とされているのである。
　実は、この「申立て要件」の問題こそ、5K1．1条の成立以来、「相当程
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度の協力」に関する最大の論点として議論されてきたものである。この点
はまた、他の論点とも密接に関わり得るものなので、まずはこの問題をめ
ぐる状況をみておくことにしよう。
　或る裁判官の証言に拠れば、連邦量刑ガイドライン以前の訴追協力に基
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（22）づく刑の軽減の手続は次のようなものだったという。
「通例、被告人及び検察官双方の弁論を聴く。被告人の弁論は訴追協力を行
った旨述べるもの、検察官の弁論は、或る時には訴追協力を理由に一定の軽
減を求めるものであり、また或る時には訴追協力が存在しなかったか不十分
であったとしてそれに反対するものである。弁論の後、裁判官はどの程度の
対価が被告人の訴追協力に対し与えられるべきかを決定する。裁判所は検察
官の勧告に重きをおくのが普通であるが、しかし、検察官には被告人の協力
に基づいて〔裁判所が寛大な刑を言い渡すことを〕妨げる権限はない。」
　前述のように、申立て要件が最初に規定されたのは5K1．1条に先行し
て成立した合衆国法典18編3553条（e）項及び刑事訴訟規則35条（b）
項であるが、議会がどのような趣旨でこのような要件をおいたのかは、そ
　　　　　　　　　　　　　　　　　（23〉の制定過程からは明らかではないとされる。しかし、いずれにせよ、5
K1．1条がこのように一方当事者である検察官の申立てを離脱の絶対的な
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（24）要件としたことについては、当初から激しい批判が加えられた。そして、
実務においては、検察官の申立てがないのにもかかわらず訴追協力を行っ
たことを理由に裁判所に離脱を求める被告人によって、様々な主張が展開
されることになったのであった。それらは、例えば、①申立てを要件と
することは憲法一適正手続の保障等一に反する、②合衆国法典28編
994条（n）項は申立てを要件とはしておらず、したがって申立て要件を
付加した5K1．1条は法律の要請に応えたものとなっていないから無効で
ある、③5K1．1条はポリシー・ステイトメントに過ぎず、その文言は裁
判官を絶対的に拘束するものではないから、離脱に際して検察官の申立て
　　　　　　　　　（25）は必ずしも必要ではない、などであったが、しかし、連邦控訴裁判所のレ
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　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（26）ベルではこれらの主張が退けられるというのが一般的な流れであった。
　このように、「相当程度の協力」による離脱において申立てが絶対的な
要件だとされ、またそのことが一般的には憲法に適合し法律の要請を満た
しているとすると、問題となるのは、それでは申立てを行うか否かについ
て検察官にどの程度の裁量が認められるのか、である。この点については
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（27）1993年に連邦最高裁のウェイド事件判決が出されて）・る。同判決は、ま
ず、検察官は「被告人が相当程度の協力を行った場合、申立てを行う、義
務ではなく、権限をもつ」と述べて申立てにつきその裁量性を確認した上
で、申立て拒否の問題を検察官の訴追裁量一般についての司法的コントロ
　　　　　　　　　　　　　　　（28）一ルの問題と区別する理由はないとする。そして、連邦最高裁は、差別的
　　　　　　　　　　　　（29）訴追に関する先例を引用しつつ、申立て拒否が、①被告人の人種や宗教
などに基づくものである場合、及び②訴追側の正当な目的と合理的な関
連をもたない場合にのみ裁判所のコントロールが及ぶ、と判示したのであ
（30）
った。このうち②の場合については「正当な目的」に関連しないとされ
るのはどのような場合なのかが問題となるが、同判決に拠れば、検察官は
被告人が「相当程度の協力」を行ったことは承認しつつも「申立てによっ
て生じるコスト・ベネフィット」を考慮して結局これを行わないことも許
　　　　　（31）される、とされ、これにより、検察官の申立て拒否を被告人が争うことが
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（32）可能なのは実際上極めて例外的な場合に限定されることになった。
　この申立て要件に関する連邦最高裁の判例としては、以上のウェイド事
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（33）件判決ともう1つ、1996年に下されたメレンデス事件判決がある。実は、
申立て要件に関しては、必要的最低刑規定によって設定された法定刑の下
限がガイドライン・レンジの下限よりも下に位置している場合、ひとたび
検察官の申立てがなされたならば裁判官は後者のみならず前者をも下回る
刑を言い渡すことが許されるのか、それとも、その場合、法定刑の下限を
下回るためにはガイドライン・レンジからの離脱についての申立てとはま
た別個の申立てが必要とされるのかが論点となっていた。そして、メレン
デス事件判決は、「相当程度の協力」関連規定の解釈論として、裁判官の
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　　　　　　　　　　　　　　（34）そのような権限を否定したのであった。したがって、事案次第では、離脱
が許されるか否かについてだけではなく、離脱の程度に関しても検察官の
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（35）強力なコントロールが及ぶことになったのである。
　ところで、先に述べたように、「相当程度の協力」を刑の軽減事由とし
て連邦量刑ガイドラインに盛り込むよう命じた合衆国法典28編994条
（n）項は、検察官の申立てについて言及していない。したがって、ガイド
ライン・レンジを下回る刑の言渡しに関する限りでは連邦量刑委員会の判
断で5K1．1条を改定して申立て要件を廃止することは可能であるとさ
（36）
れる。そして、実際、連邦量刑委員会もこれまで何度かその廃止の提案を
　　　　　　　　　　　　　　（37）検討するための公聴会を行っているが、しかし、結局、委員会にこれらの
提案が容れられることはなく申立て要件は現在まで維持されている。
　申立て要件の積極的意義としてしばしば指摘されるのは、被告人が行っ
た協力の程度・有用性を判断するのに最も適した地位にいるのは検察官で
　　　　　　　　　（38）ある、というものである。しかし、仮に申立て要件が廃止されたとして
も、前述の連邦量刑ガイドライン以前における刑の軽減の手続に関する裁
判官の証言にもみられるように、訴追協力の性質や程度を判断するに際し
ては事柄の性質上裁判官としても検察官の評価を無視することはできない
であろうから、そのことが離脱による刑の軽減を行うについて検察官とい
う一方当事者の申立てをその絶対的な要件とするまでの理由となるかは問
　　　（39）
題であろう。
　しかし、これとは別に、申立て要件が規定された理由としては、次のよ
うな考慮があるのではないかとの指摘がある。すなわち、「相当程度の協
力」による離脱を決める権限を完全に量刑裁判官に委ねてしまうと、裁判
官が法律及び連邦量刑ガイドラインによって要求される刑があまりに厳し
いと考えるとき、何らかの訴追協力が行われていれば一実際には「相当
程度」のものとはいえなくても一それをいわば口実にして刑を軽減する
一しかも、その場合、「特殊事情」を理由とする場合とは異なり法定刑
の下限さえも下回ることも可能である　という運用がなされるという事
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態が生じるのではないか、というのである。実際、量刑改革以後における
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（40）「重刑化」に対し裁判官の間に不満が強いことは既に述べた通りであり、
申立てを要件としなければ「相当程度の協力」を理由とした離脱が必要的
最低刑規定や連邦量刑ガイドラインの潜脱の道具とされ、結局、ガイドラ
イン制度を導入することによって排除しようとした個々の裁判官の自由な
裁量行使、ひいては量刑の不均衡が再び招来されるのではないか、という
懸念が、議会や連邦量刑委員会に申立て要件を規定させた大きな理由であ
　　　　　　　　（41）ったとされるのである。そうだとすれば、この申立て要件の問題は、訴追
協力による刑の軽減の文脈を超えて合衆国の現在の量刑制度一般に関わる
一その意味で、特殊アメリカ的な一ものと評することができよう。
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なお、この場合の訴追協力とは、「犯罪を行った他の組織体又は被告人と直接の関
係は有しない個人（an　individual　not　directly　affiliatedwith　the　defendant）に
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　た『刑事司法に関するABAスタンダード』における訴追協力に基づく刑の軽減に
　関する18－3．10条の注釈に拠れば、このように検察官の「申立て」を訴追協力に基
づく刑の軽減の要件とすることは連邦法独自のものであり、州レベルではそのよう
　なゆき方を採るところはないという。ABA　STANDARDs　FoR　CRIMINAL　JusTlcE：
　SENTENcING，standard18－3．10cmt．，at81（3d　ed．1994）［hereinafter　ABA
　STANDARDS］．なお、この点に関する各州の状況については、独語文献であるが、
　FLoRIAN　JEBBERGER，KooPERATloN　uND　STRAFzuMEssuNG；DER　KRoNzEuGE　IM　DEuTscHEN
アメリカ合衆国における量刑事情としての捜査・訴追協力（1）（小川）　　147
uNDAMERIKANIscHENSTRAFREcHT241－45（1999）に詳しい。
（25）ポリシー・ステイトメントの拘束力の問題にっいては、第1章注26参照。
（26）　この間の申立て要件をめぐる下級審裁判例・学説については、Cynthia　Kei
　Yung　Lee，P名os66麓oガαl　P乞so名2！づo％，Szのsたz多z飯zl∠4ssゑsたz多z6己　α％4　！h6　F646ηzl
　S6窺醜6劾g　G拓46」初6s，42UCLA　L．REv．105，131－45（1994）［hereinafter　Lee，
P名OS66％め吻l　Z漉6観♂on］に詳しい。また、「相当程度の協力」関連規定に関する
裁判例を集めたものとして、Ralph　V．Seep，Amotation，1危1歪4勿α％4Co％s加6一
　あo多z（ゾP名oz腐Jo，z（～プ　18　USCS∬3553　⑫ク　のz4　US　S6n彪n6劾g　O痂661初6　∬
　5Kヱ．ヱ，　P名oz厄4」％g　！hα！　S6％孟6刀6勿zg　　Co％π　　ノ砿召た6　Z）ozo％zoα名グ　1）の）召7オz6名6　〃o窺
　S8多z！67z6勿z90z4461勿z6sノわ7Z）（舵7z謡α％！もS％δsた〃zあ‘zl　Cooφ6名とzガo多z　zo髭h　P名os66％あo％，
　111A．L．R．FED．547（1993＆Supp。2000）がある。
　　なお、以上のように5Kl．1条の申立て要件を直接攻撃するのではなく、「連邦量
刑ガイドライン作成の際に十分に考慮されなかった『特殊事情』」に関する5K2．0
条に基づき離脱が可能であるという主張もなされている。第2巡回区連邦控訴裁が
採る「裁判所への相当程度の協力」論がそれであり、同控訴裁は、被告人が共犯者
等の訴追に寄与したことを「連邦地方裁判所における適切な司法運営を促進した」
　と構成して検察官の申立てなき離脱を認めている。S66United　States　v．Garcia，
926F2d125（2d　Cir．1991）．しかしながら、このような構成は他の連邦控訴裁判所
　では排斥されている。S66，ag．，UnitedStatesv．Dorsey，61F．3d260，261－62（4th
Cir．1995）l　s66αlso　Lee，P名os66％！o吻l　Z漉6箔6！20％，s吻鵤，at　l44－45．また、近時で
　は、一「特殊事情」に基づく離脱に関する量刑裁判官の裁量への制約を「緩和」
　したクーン事件判決（第1章第3節参照）を拠りどころとして一コロンビア特別
　区連邦控訴裁により正面から「捜査・訴追機関への協力」に基づく5K2．0条の離脱
が可能であるとした判決（1η名6Sealed　Case（Sentencing　Guidelines’‘‘Substan－
tial　Assistance”），149F．3d1198（D．C。Cir．1998））も出されたが、　しかし、この
事件はその後同一審級内の再審理に付され、結局、当初の判決は同控訴裁連合部に
　よって覆されている。S66動解Sealed　Case（Sentencing　Guidelines’“Substan－
tial　Assistance”〉，181F．3d128（D．C．Cir．1999）（en　banc）．
（27）Wade　v．United　States，504U．S．181（1992）・なお、同事件においては、申立
て要件それ自体が一般的に合憲か否かといった問題は争われてはおらず、したがっ
　て、連邦最高裁はその点について明示的には判断を示していない。
（28）厄。at185．
（29）厄．（citing　Wayte　v．United　States，470U．S．598（1985）［同判決の紹介とし
て、例えば、鈴木義男編『アメリカ刑事判例研究第3巻』111頁〔武藤眞朗〕（1989
年）［初出・判例タイムズ568号（1986年）］、小山雅亀・アメリカ法1987年2号422
頁（1988年）、渥美東洋編『米国刑事判例の動向1』484頁〔清水真〕（1989年）参
照］）．
（30）　肱46，504U．S．at185－86．これらの点について証拠開示及び事実の取調べを求
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めるためには、まず被告人によって「相当程度の証明（substantial　threshold
showing）」が果たさなければならないとされる。躍．at186。
（31）　　S66」4．at187．
（32）　ウェイド事件判決の基準及びその後の下級審裁判例の状況については、
Cyncia　K．Y．Lee，F名o窺　（31‘z渉6肋砂67　渉o　Co7z6」6響6r　1～6㎏多zわzg　♂％　！h6　F646解J
P名os66魏07奪助召n4初9Pozo670∂6プS励s如箆磁1／1ss魏醐6εZ）ψα7‘郷εs，50RuTGERs
L．REv．199，217－30（1997）［hereinafterLee，F名o吻G惚肋砂67！oCo％6」6堰6］参
照。
（33）Melendez　v．United　States，518U．S。120（1996）．
（34）　メレンデス事件判決については、Lee，F名o彫磁！6肋勿67！o　Coη46馨己s吻鵤
note32，at230－34参照。
　そもそも、この問題は、5K1．1条の文言が「申立てに基づき、裁判所は、ガイド
ライン・レンジから離脱することができる」（これに対して、合衆国法典18編3553
条は「申立てに基づき、裁判所は…法定刑の下限を下回る刑を言い渡す権限を有す
る」となっている。本章第1節参照）とされていることに由来する。つまり、その
解釈として、検察官の「申立て」には、ガイドライン・レンジからの離脱に関する
5K1．1条についてのものと法定刑の下限を下回ることに関する法典18編3553条につ
いてのものの2種があるのではないか、という議論が生じたのである。
（35）或る論者は、同判決を評して「検察官はいまやどの被告人が『相当程度の協
力』の門をくぐることができるのかを決める権限〔＝『門衛』の役割〕のみなら
ず、そのような訴追協力を行った被告人らがどの部屋に入るかをコントロールする
権限〔＝『管理人』の役割〕をももつに至った」としている。Lee，F名o賜　G碗一
た64）67渉o　Co％6勿堰6，szψ7αnote32，at234．
（36）κ616％46g，518U．S．at　l25n．3．近時の文献で、申立て要件の廃止を主張するも
のとしては、例えば、American　College　of　Trial　Lawyers，Rφoπ碗4Pzのos41
0％S6漉o％5Kヱ．ヱげ渉h6U箆舵4S翅6s　S6ηオ6％oづng　G厩461初6s，38AM．CRIM．L，
REv．1503（2001）参照。これに対し、学説上、申立て要件擁護論は圧倒的少数説の
地位にあるが（この点につき、JuLIE　R．0ンSuLLlvAN，FEDERAL　WHITE　CoLLAR　CRIME：
CAsEs　AND　MATERIALs994－1000（2001）参照）、その代表的な文献として、Frank　O．
Bowman　III，Dゆα痂η9乃S鰯h　S膨αSo7名oω’∠4距α7げ〃漉吻1ノ～6∂ol！on
　‘S励吻％癩1∠4SS乞S如％6〆P砂召吻名召sFollO郷αZ）66認召‘ゾP名OS6傭0吻」1n撚6委
ヵ1初6，29STETsoN　L　REv．7（1999）がある。
（37）　これにつき、Lee，P名os6傭o吻l　Z）乞so名6オぎo％，s砂昭note26，at146－48参照。
（38）S6a　ag．，United　States　v．White，869F2d822，829（5th　Cir．1989）l　s8館Jso
Bowman，sゆ鵤note36，at56．
（39）刑の軽減に当たって訴追協力に関する検察官の評価が重視されるべきことは、
申立て要件廃止論者も強調するところである。S6a　ag。，American　College　of
Trial　Lawyers，s吻昭note36，at506－071sε6認so　ABA　STANDARDs，sゆ昭note24，
　アメリカ合衆国における量刑事情としての捜査・訴追協力（1）（小川）　149
standard　l8－3．10．
（40）　第1章第3節参照。
（41）　S66Lee，P名os60z‘渉o露41Z）お6名窃づo肱szψ勉note26，at1671Lee，Fzo窺　αz彪一
h8砂67渉0　00多z6勿堰己sz4）㎎note32，at235．
［付記］本稿は、2002年度早稲田大学特定課題研究助成費（課題番号2002
A－017）による研究成果の一部である。
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